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１．はじめに 

コロナ禍をきっかけに、大学教育へのオ

ンライン授業や EdTech の導入が一気に進

み、大きな変革が進行している。遠隔授業

は実験がしにくい、試験がしにくい、集中

力を継続しにくいなど短所がある一方で、

時間と空間の制約を受けない、授業形態の

工夫で学生とのコミュニケーションが向上

する、Project Based Learning (PBL)等の

グループでの協働作業がいつでもどこでも

実施可能、学外講師を国内外から距離の制

約なく招聘可能などの長所がある。著者も

米国のシリコンバレーやボストンから講師

を招いたオンライン授業を行い、海外の学

生と日本の学生が遠隔で行うプロジェクト

授業を実施した。 

また、大学卒業後のリカレント教育への

期待が高まっている。Society5.0 の創

造、SDGsなどの社会課題の解決のため、

AI・データサイエンス、IoT などの技術、

分野を超えた問題解決能力、マネジメント

能力やリーダーシップ、国際的なプロジェ

クトでのコミュニケーション力、デジタル

トランスフォーメーションの推進能力が求

められている。2020 年 6月には文科省令

が大学院におけるリカレント教育の推進を

目的に改正されている 1)。さらに、学修歴

証明書のデジタル化 2)や細分化された学習

修了証であるマイクロ・クレデンシャル
3)4)などの具体化が世界各国で進んでお

り、国際的なリカレント教育の推進や実現

のための基盤が整ってきている。 

今後は、対面授業とオンライン授業の長

所を組み合わせた新たな大学教育に進むと

ともに、オンラインを媒介に、距離や時間

の制約を越えて、高等教育のデジタルトラ

ンスフォーメーション、対面とオンライン

を融合した国際連携による学位プログラ

ム、産学連携での教育、リカレント教育等

の発展が予想される。 

文科省は 2020年度の補正予算でデジタ

ル化活用教育高度化事業 5)を実施し、大学

や高専の 44 件のデジタル化の取組が採択

されている。また、教育再生実行会議は、

2021年 6月に「ポストコロナ期の新たな

学びの在り方」について答申し 6)、対面と

オンラインの複合による高等教育等を示し

ている。大学教育 ICT 推進協議会では多様

な教育研究活動の高度化を支える大学 ICT

基盤の集約化・共通化・協働化を提言して

いる 7)8)。 

現在の大学運営のモデルは学生が大学に

入学した後、一つの大学で履修し学位を取

得し卒業するという形態が前提になってい

る。このモデルのままで大学が個々にデジ

タル化プロジェクトを推進し、大学毎の個

別最適化を進めた場合は、オンラインを活

用した国内外の大学による連携教育や社会

人を含めた多様な学びに対して障壁をつく

ることになりかねない。また、情報システ

ムの重複開発や大学間の相互接続の調整な

ど社会全体での費用の増大を招き、大学教

育のデジタル化を進めることができる大学

とそれが困難な大学間での格差も広がるこ
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とにもなる。本稿では、大学教育のデジタ

ルトランスフォーメーションの現状と今後

の展望を示し、プログラムマネジメントの

視点での課題を検討する。 

 

２．大学教育のデジタライゼーションとデ

ジタルトランスフォーメーション 

デジタルトランスフォーメーションを推

進するためのガイドライン 9)（DX推進ガイ

ドライン）Ver. 1.0 では、デジタルトラ

ンスフォーメーションを「企業がビジネス

環境の激しい変化に対応し、データとデジ

タル技術を活用して、顧客や社会のニーズ

を基に、製品やサービス、ビジネスモデル

を変革するとともに、業務そのものや、組

織、プロセス、企業文化・風土を変革し、

競争上の優位性を確立すること。」と定義

している。ここで、デジタル化には以下の

３つの分類がある。 

（１）Digitization (デジタイゼーショ

ン) 

アナログ情報をバイナリ形式にエンコー

ドする 

（２）Digitalization (デジタライゼー

ション) 

デジタル技術により新しい価値を生み出

す 

（３）Digital Transformation (デジタ

ルトランスフォーメーション) 

製品やサービス、ビジネスモデルを変

革。業務そのものや、組織、プロセス、企

業文化・風土を変革。 

 

表１．大学教育のデジタライゼーションとデジタルトランスフォーメーション 

区分 デジタライゼーション 

Digitalization of Higher Education 

デジタルトランスフォーメーション 

Digital Transformation of Higher Education 

狙い デジタル技術により、新しい価値を

生み出す。教育の質の向上、学修成

果の向上、新しい学修体験を提供す

る。 

社会のニーズを基に、デジタル技術を

活用し、教育を提供するモデルを変革

するとともに、組織、プロセスを変革

する。 

実施例 ・学生一人一人の多様性、進度に合

わせた学修による学修成果の向上 

・仮想現実（VR）、拡張現実

（AR）実験等による学修体験 

・学修プロセスの把握・分析を教員

も学生自身も行い学修の質の向上 

・一つの大学に通学し、大学院、大学

教育を受ける形態がオンラインにより

複数の大学で同時に学ぶモデルに変化 

・大学間、国際、産学連携でのオンラ

インと対面の複合による大学教育、リ

カレント教育行われる 

 

大学教育での（２）のデジタライゼーシ

ョンと（３）デジタルトランスフォーメー

ションに関しその位置づけを表１に示し

た。大学教育のデジタライゼーションを

「デジタル技術により、大学教育の新しい

価値を生み出すこと」と位置付ける。大学

教育に新しい価値を加え教育の質の向上、

学修成果の向上を促す多くの技術や取り組

みが大学教育のデジタライゼーションとし

て期待される。これに対して、大学教育の

デジタルトランスフォーメーションを「社

会のニーズを基に、デジタル技術を活用

し、大学教育を提供するモデルを変革する

とともに、組織、プロセスを変革する。」
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と位置付ける。例えば、国内の一つの大

学、大学院に入学し単位を取得して、学位

を取得するというこれまでの教育のモデル

から、対面やオンラインを活用して国内外

の大学の単位を取得し、学生自身の目標に

そった学びを実現し、学位を取得するモデ

ルへの変換である。また、大学卒業後も国

内外の複数の大学でオンラインや対面の併

用で多様なリカレント教育を受け、デジタ

ル化された学修歴、単位、マイクロ・クレ

デンシャルを得ながら、生涯に渡って学び

続けるモデルへの変革である。このモデル

では大学教育やリカレント教育がデジタル

技術を活用し世界レベルで連携、融合し、

産学の連携での教育が進展する。以下で

は、デジタライゼーションとデジタルトラ

ンスフォーメーションをまとめた場合に

DX と省略して記載する。 

ここで大学のマネジメントの視点で DX

の位置づけを示す。大学の教育のマネジメ

ントの指針として中央教育審議会大学分科

会から教学マネジメント指針 13)が示され

ている。この教学マネジメントの３階層で

ある大学全体レベル、学位プログラムレベ

ル、授業科目レベルに合わせて大学教育の

デジタライゼーションとデジタルトランス

フォーメーションを配置したのが図１であ

る。デジタライゼーションはデジタル技術

により新しい価値を生み出す変化であり、

３階層の授業科目レベル、学位プログラム

レベルが重点対象になる。一方でデジタル

トランスフォーメーションは、デジタル化

による組織や教育を提供するモデルの変革

であり、大学全体レベル、学位プログラム

レベルの変革が対象になる。デジタルトラ

ンスフォーメーションには大学組織の改

革、モデルの変革に加えて、大学間の連

携、産業界との連携の視点も必要になる。 

 

 

図１．教学マネジメントと DX の関係 

 

デジタライゼーションの事例を二つ示

す。図２に示したように、デジタル化され

た学修履歴を取得し、学修プロセスの把

握・分析を行い学修に活かすことで学修成

果を上げることができる。これは学修解析

（Learning Analytics）と呼ばれている。

学生一人一人がその多様性、進度に合わせ

学修を行うことが可能になり、また、チー

ムでの学修の活動状況を把握し指導を行う

ことも容易になる。 

大学全体レベル
（全学的な方針）

学位プログラムレベル
（各学部、研究科による）

授業科目レベル
（科目担当教員）

デジタライゼーション

デジタルトランスフォーメーション教学マネジメント

組織の変革

教育を提供するモデルの変革

教育のプロセスの変革

学修成果の向上
教育の質の向上

学生に合わせた教育
新しい教育価値
新しい学修体験
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VR（仮想現実）や AR（拡張現実）を実

験などに適用することも検討されている。

VR により実空間では実施が困難な大規模

な実験や危険な実験などの実施が可能にな

る。学生が多様な体験の機会を得ることで

学修成果を向上することができる。AR（拡

張現実）を活用し実験の操作や実技科目の

手順を学生一人一人に実地で伝えることも

可能になる。 

 VR（仮想現実）を用いた国際協働オンラ

イン学習プログラム（Collaborative 

Online International Learning）の例を

示す。筆者等はタイのバンコクで国際プロ

ジェクト学習(Global Project-Based 

Learning)12)を 2013 年より毎年実施してい

た。新コロナウイスルの感染拡大によって

対面での実施が困難になり、2021 年 2月

は図３に示したように VRを利用したオン

ラインで開催した。グループ討議や口頭発

表は Zoom、Teams、Google Meets 等を用い

た Web 会議が使い易いが、ポスター発表や

懇親会などでは VR を用いることで相手を

見つけて個別に会話を始めることが可能と

なり有用である。 

 

 

参考文献の図をもとに著者が構成図を作成した 

図２．大学教育のデジタライゼーションの形態事例 10)11) 

 

• 学修分析（センサも利用）
• 学修成果評価
• 進度対応課題モジュール
• 進度対応学修モジュール
• 学修サポートモジュール

• 学修ポートフォリオ
• 試験問題バンク
• 電子資料、電子図書
• 学修ツール
• 学生プロファイル
• 知識ベース

遠隔教室
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図３．VR（仮想現実）を利用した国際協働オンライン学習プログラムの事例 

 

３．国際的な大学間連携での高等教育とリ

カレント教育 

 教育を提供するモデルを変革するととも

に、組織、プロセスを変革するデジタルト

ランスフォーメーションとして、大学間、

国際、産学連携での新しい教育モデルをこ

こで述べる。リカレント教育に関しては、

2020 年 6月 30日に文科省が「大学院設置

基準の一部を改正する省令」(令和 2年文

部科学省令第 24号)を告示している 1)。今

回の改正は,「2040年を見据えた大学院教

育のあるべき姿～社会を先導する人材の育

成に向けた体質改善の方策～(審議まと

め)」(平成 31年 1 月 22日中央教育審議会

大学分科会)、「経済財政運営と改革の基本

方針 2019」(令和元年 6月 21 日閣議決定)

等を踏まえ、大学院におけるリカレント教

育の推進のため、「他大学院の単位互換及

び入学前の既修得単位の認定の柔軟化」及

び「入学前の既修得単位等を勘案した在学

期間の短縮」を行うものであり、国内外の

大学が連携してリカレント教育を行うこと

が容易になった。 

また、2020 年 9月からは日本国内で初

めて学修歴証明のデジタル化の実験が開始

されている 2)。2021 年 9月からの実用を目

指しており、国際的な学修歴証明書をオン

ラインで授受できるようになる。実用化時

にはマイクロ・クレデンシャルやデジタ

ル・バッジ 3)に対応し、これを活用した国

内外の連携教育やリカレント教育の加速が

期待される。 

オンラインと対面を併用したリカレント

教育、大学院教育の構想を図４に示した。

ここでは国内外の大学が複数の科目から構

成される教育モジュール（クラスター）を

提供する。例えば、IoTや Robotics、AI

や Data Science、Digital 

Transformation、Management に関する教

育を国内外の各大学がオンラインや対面授

業の併用で提供し、これに対し学修歴の証

明書をデジタル化して発行することを示し

ている。受講生は日本国内外企業の社員や

大学院生であり、講師は大学教員だけでな
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く企業の実務家やエキスパートを迎えるこ

とで先端的技術や実践的教育を行う。企業

にとっては、一企業では提供できない多様

な教育を社員に対し実施することが可能と

なる。日本の大学とアジアの大学が連携し

たプログラムを提供する環境で、異文化間

コミュニケーション、リーダーシップなど

の能力を高めることが可能となる。  

 

図４．オンラインと対面を併用した国際産学連携のリカレント教育、大学院教育構想 

 

４．オンライン、ブレンディッド、ハイブ

リッド授業のマネジメント 

 大学教育の DXの基本構成要素であるオ

ンライン、ブレンディッド、ハイブリッド

授業の概念とそのマネジメントに関して述

べる。 

 コロナ禍後の大学教育の展開として対面

とオンラインの複合の２形態を図５にまと

めた。ブレンディッドラーニングとは知識

習得をオンデマンド型で行い、知識の活用

やディスカションを対面で行う「学修の形

態」である。一人の学生がオンラインと対

面両方の形態で学修をおこない、両方の学

修の特徴を享受でき学修成果の向上が期待

できる。一方で、ハイブリッドクラスルー

ム（HyFlex、Hybrid-Flexible とも呼ぶ）

は対面とオンラインを複合する「教室の形

態」である。学生は対面またはオンライン

のどちらかに出席し、同時双方向授業を受

ける。これにより、学生が対面での授業参

加が困難な場合でも学修の機会を提供する

ことができる。 

対面とオンラインの複合では、学修成果

の向上が期待できるブレンディッドラーニ

ングをまず活用し、次に社会人学生や海外

を含めた教室に来ることが困難な学生に機

会を提供するためにハイブリッドクラスル

ームを加えるのが適当である。欧州では

EUの Erasmus＋のプロジェクトとしてオン

ラインと対面を組み合わせたブレンディッ

ドラーニングの成熟度モデルが研究されて

おり、そのガイドラインが 2020年 5月に

公開されている 15)。 

 

IoT, Robotics
複数の科目で構成

日本のA大学

連携企業 連携企業

連携企業連携企業

• 授業モジュール例:  Emerging Technologies, Digital Transformation, AI, Data Science, 

IoT, Robotics, Management, Conceptual skills, Human skills, Technical skills

• 教育環境と方法: e-Learning, Blended Learning, Hybrid Classroom, MOOCs, Global 

PBL, COIL, e-Portfolio, Micro Credential, Open Badges

AI, Data Science
複数の科目で構成

インドのB大学

Management
複数の科目で構成

タイのD大学

Digital Transformation
複数の科目で構成

インドネシアのC大学

履修証明プ
ログラム

単位

学位

学修歴証明書
のデジタル化

講師/受講生 講師/受講生
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図５．対面とオンラインの複合の２形態 

 

オンライン、ブレンディッド、ハイブリ

ッド授業を５つの視点（学生、マネジメン

ト、教授法、協働、テクノロジーと環境）

でまとめたのが図６である。 

まず初めに学生を中心に考える。コロナ

禍において学修の機会を保証すること、障

害を持つ学生に対する配慮、そしてなによ

り生涯にわたって自律的な学修ができる人

材の育成が重要である。次にマネジメント

を置いた。対面授業と遠隔・オンライン授

業の最適な組み合わせ、大学としての推進

体制と組織の強化が重要になる。第三に教

授法である。遠隔・オンライン授業に合っ

た教授法の選択と開発が大切である。ブレ

ンディッドラーニングや反転授業は学生の

主体的、自律的な学びを促すことができ

る。第四に教職員間や大学間の協働であ

り。今後この点がさらに重要性を増す。国

立情報学研究所の主催で継続的に実施され

ている「大学等におけるオンライン教育と

デジタル変革に関するサイバーシンポジウ

ム」16)や各大学で教職員の連携で実施され

ている勉強会、研究会などにより、各大学

の教職員の経験や知識の共有が 2020年の

春から今まで継続的に実施されてきた。今

後は、オンデマンドコンテンツを教育機関

間で協働制作して共有を進めることが期待

される。国内外の MOOCsの利用の他、四国

の国立 5大学間では、オンデマンドコンテ

ンツの共同利用が実施されている 17)。そ

して最後にテクノロジーと環境である。コ

ロナ禍をきっかけに遠隔・オンライン授業

に活用できる技術が急速に進んでいる。最

新の技術を評価し選択し、適切な技術的な

サポートを実施することが継続的に必要に

なる。 

遠隔の学生 remote students

classroom

教室の学生 in-person
in-person

対面授業 classroom

ハイブリッドクラスルーム（教室）

hybrid classroom
ブレンディッドラーニング（学修）

blended learning

オンデマンド型

１人の学生が２
つの学修を行う

学生はどちら
かに参加する

HyFlex：Hybrid-Flexibleとも呼ばれる
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図６．オンライン、ブレンディッド、ハイブリッド授業のマネジメント 

 

５．大学教育の DX とプログラムマネジメ

ントの課題 

 現在の大学は、学生が 1 つの大学に入学

しその大学で履修し、単位を取得して卒業

していくモデルを前提としてシステムがで

きあがっている。今日でも大学間での単位

互換は可能であり、学生の編入学や留学先

で履修した単位は、個別に認定し卒業要件

単位に加えることが可能である。欧州やア

ジアではそれぞれ単位互換のシステム
18)19)20)21)が構築され運用されている。現場

での単位の認定は大学間での紙や電子ファ

イルでの個別の伝達と教職員の手作業で多

くが実施されている。大部分の学生は在学

中に他の大学の科目を履修することは無

く、留学で取得する単位数も大学全体の位

置づけでは例外処理の手作業の範囲であ

る。 

 今後、オンラインを活用して大学間の連

携や海外大学との連携が進み、オンライン

での科目履修が可能になる。社会人学生も

複数の大学でリカレント教育を受けながら

キャリアを高めていく。将来は、例外的な

処理として手作業では対応できない状況と

なる。 

 現在、大学では図７（現在の大学単位の

教学マネジメント）に示したように学修マ

ネジメントシステム（LMS）や学修ポート

フォリオの導入が進んでいる。大学での

LMSは科目登録、課題の提出、学生と教員

間の連絡や、学修の状況把握など学修を電

子的に支援している。現在大学教育の DX

の要として LMSの強化が進んでいる。一方

で現在の LMS は大学内で閉じた運営が行わ

れている。また学生の学修の履歴を記録し

振り返りを促すシステムとして学修ポート

フォリオの導入が進んでいる。この学修ポ

ートポートフォリオは通常は学籍番号に紐

づけられており、一人の学生や生徒に対

し、高校時代のポートフォリオ、大学時代

のポートフォリオ、大学院時代のポートフ

ォリオなどが個別に存在し、形式や内容は

学校、大学により異なる。高校から大学、

大学院まで一貫したポートフォリオは実現

されていない。高校、大学、大学院の縦方

向の接続も大学間での横方法の接続や連携

マネジメント(Management)

●教学マネジメント●遠隔 
対面授業の最適な組合せと推
進体制 組織強化●遠隔授業
実施ガイドライン●単位互換
制度

教授法(Pedagogy)

●遠隔授業に合った教
授法の選択 開発 ●ブレ
ンディッドラーニング
●反転授業 ●Learning 
Analytics

協働(Collaboration)

●大学間連携でのオンデマンド教
材の制作と共有 ●MOOCs活用●
教職員の経験 知識の共有 ●教職
学協働でのより良い遠隔授業の実
現と改善

テクノロジーと環境(Technology)

●技術の評価と選択 技術サポート
●EdTech ●VR(仮想現実), AR(拡
張現実) ●AIの利用●情報セキュリ
ティ●情報システムやLMSの大学間
連携●Mobile Learning

学生(Student centered)

●学修機会の保証 ●学
生の満足度向上 ●障害
を持つ学生への合理的
配慮 ●学生のダイバー
シティ●自律的学修者
の育成
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の仕組みも十分ではない。 

今後、オンラインをはじめとするデジタ

ル技術を活用して大学教育の変革が進み、

学生が複数の大学の科目を履修することが

増え、リカレント教育が進展した場合に

は、現在の大学運営のモデルや情報システ

ムでは対応が難しい状況となる。図７（多

様な学びに対応した教学マネジメント）で

は、これからのモデルの提案として、図の

最上位に大学に代えて学生を配置した。学

生は自分自身の一つの学修ポートフォリオ

を保有し、そのポートフォリオには複数の

教育機関での学びの履歴が記録されてい

る。また、学生がオンラインや対面での連

携を活用して他大学の単位を履修する際に

は、大学毎の学修マネジメントシステム間

での連携の仕組みが必要になる。 

 

 

図７．大学間連携での教学マネジメントの概念図 

 

 大学教育の将来のモデルを実現するた

め、大学間連携のプログラムマネジメント

の課題を検討すると以下のような内容が列

挙される。 

（１）大学間・国際・産学連携を促進する

ための国内外の大学間での教育プログラム

での連携、協働、共有をオンラインで行う

組みの実現 

（２）多様な学びや学生のモビリティに対

応できる大学運営、履修管理とそれを実現

する学修マネジメントシステム、情報シス

テムと大学間での連携の実現 

（３）学修ポートフォリオを高校、大学、

大学院間で接続し、さらに生涯の学修ポー

トフォリオを提供する仕組みの提供 

（４）学位取得の記録としてのディプロマ

サプリメントが現在は大学毎に独自に作成

されている。これも一人の学生の記録とし

ての標準化の推進 

（５）共同学位プログラムの運営、交換留

学や編入の際の単位認定のデジタル化、お

よびこの手段としてデジタル学修歴の標準

化 

 

2021年度は大学 DX元年と呼ばれてお

り、各大学が競って DXを開始している。

将来の大学教育はデジタル技術とオンライ

ンの活用により学生の学びが国内外に広が

大学毎の
情報システム

学修マネジメント
学修ポートフォリオ

科目 科目 科目

学位プロ
グラムA

学位プロ
グラムB

高等教育機関A

大学情報システム

学修マネジメントの大学間連携

科目 科目 科目

学位プロ
グラムA

大学情報システム

科目 科目 科目

共同学位プ
ログラムB

生涯学習プ
ログラムC

情報システムの大学間連携

学生学生 学生の生涯学修ポートフォリオ

学生 留学生
オンライ
ン留学生

高等教育機関A 高等教育機関B

社会人
学生

大学毎の
情報システム

学修マネジメント
学修ポートフォリオ

科目 科目 科目

学位プロ
グラムC

学位プロ
グラムD

高等教育機関B

学生学生

現在の大学単位での教学マネジメント 多様な学びに対応した教学マネジメント
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り、その学びは大学、大学院からリカレン

ト教育まで生涯にわたる。一つの大学の閉

じたデジタル化では実現ができない領域が

増加する。大学毎に孤立した DXを進める

と各大学が類似したシステムをそれぞれで

開発することによる無駄な支出が発生す

る。DX を進めることができる資金と人材

がある大学と乏しい大学間の ICT格差の拡

大が生じる。さらに、各大学で個別最適化

されたシステムがオンラインでの大学間連

携に対する障壁を作ることになる可能性が

ある。 

大学間連携の情報システム基盤、LMS間

の連携の仕組み、単位互換のためのデジタ

ル化の仕組み、学修ポートフォリオやディ

プロマサプリメントなどの連携の仕組みな

ど、現在の大学毎の DXプロジェクトに現

れていないプログラムマネジメントの課題

が有る。    

大学 DX 元年である 2021 年は、大学の

DX の俯瞰的なビジョン、国内外、産業界

連携を見据えたシステムアーキテクチャ―

設計、そのプログラムマネジメントの元年

でもある。 

 

６．まとめ 

日本の大学が、社会のニーズを基に、教

育を提供するモデルを変革し、大学間、国

際、産学連携でのオンラインによる付加価

値が高く、いつでもどこでも学修できる教

育モデルを構築することで、リカレント教

育・大学院教育の発展が期待される。これ

により、Society5.0 の創造、SDGsなどの

社会課題の解決をリードする人材が育成さ

れる。コロナ後に教育の形態が元に戻るこ

とはなく、対面授業とオンライン授業の長

所を組み合わせた新たな大学教育に進むと

ともに、日本の大学が新たな価値を生み出

し、教育の質の向上、学修成果の向上、新

しい学修体験の提供により世界の大学のな

かで優位性を確保することが期待される。

これを実現するには大学 DX 全体を俯瞰

し、プログラムマネジメントを具体化する

ことが重要である。 
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